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災害時の「業務継続」の必要性
下田　今年は阪神・淡路大震災から

20 年という節目の年です。我々研

究者がエネルギー分野の立場で災害

対策ということを意識し始めたのは、

阪神・淡路大震災が大きな契機だっ

たと思います。

　私自身は、阪神・淡路大震災の時

に被災地の地域熱供給（地域冷暖房）

施設の被害調査などに携わらせてい

ただきました。その時には「防災型」

ということで地域熱供給を整備する

ような復興提案も出てきて、災害に

対応したエネルギーシステムという

概念が生まれたと思います。

　その後、2011 年の東日本大震災

を経て、業務継続計画（BCP）とい

う考え方も重視されるようになりま
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した。2 つの震災の経験は、都市の

あり方を考える上で、多くの影響を

及ぼしてきたと思います。

村上　阪神・淡路大震災の時は電気

の復旧に 1 週間程度かかって、水・

ガスも 2 〜 3 カ月ほどの時間がかか

っていました。ライフラインが停止

することによって、建物や街が機能

できなくなるということを多くの

人々が実感したと思います。

　東日本大震災でも、津波で被災し

た地域ではライフライン停止が長期

に及んだと思いますが、大きな違い

は、福島原発の被災によって首都圏

への供給電力に余裕がなくなってし

まったことです。長期にわたって節

電や計画停電に対応しなければいけ

なくなり、電気がないことの大変さ

を味わいました。BCP がより一層

注目されたのは、それが大きな理由

かと思います。

　そういった中で近年では、強靭な

国土、建築、マンションなどの形成

ということが言われるようになり、

エネルギーを絡めて考えるという傾

向が出てきているという印象です。

下田　阪神・淡路大震災の場合は都

市直下型地震の災害であって、比較

的に被災地域が限定されていました

し、そのエリアはインフラだけでは

なく建物も被害を受けているから、

人命救助や災害復旧を担う拠点的な

ところの業務継続が重視されて、防

災型の熱供給施設の整備、庁舎の防

災化ということが非常に大事なポイ

ントとされたわけですね。

　東日本大震災の時は、村上先生が

おっしゃったように広域に影響が及

んだ災害で、その地域ではあまり地

震自体の影響を受けていないのに、

エネルギーの供給、資源の供給が極

端に低下したことで、業務継続が難

しくなってしまったということが起

きました。しかもそれが長期に及び、

経済的にも非常に大きなダメージを

受けたところもあって、その後の政

策立案に大きく影響しました。

村上　最近の東京のタワーマンショ

ンの広告を見てみますと、災害時で

も 72 時間電力供給可能とか、災害

時用トイレ設置とか、そういう災害

時の LCP（生活継続計画）のアピ

ールが多くなってきています。

　特定電気事業を行なっていた六本

木ヒルズは、自前の発電設備で電力

的に自立し、しかも東京電力に電力

供給もできたというところが評価さ

れてテナント需要が増えたというこ

ともありました。災害時の業務継続

という観点が、建物や街の資産価値

として大きくクローズアップされる

ようになったと思います。

BCPには熱が重要な要素
下田　今年度、国土交通省から打ち

出 さ れ た 施 策 の 業 務 継 続 地 区

（BCD）という考え方は、災害で大

規模集中型のエネルギーシステムが

機能しなくなった時に、分散型のシ

ステムでエネルギーを賄えるまちづ

くりをしていこうということだと思

います。私自身はその大規模集中型

と分散型をうまく連係させながら、

平常時から、状況に応じて双方に助

け合っていくというシステム、つま

りかねてから茅陽一先生が言われて

きたホロニックエネルギーシステム

をつくり上げていくことが必要だと

思います。その中で、分散型のシス

テムが「業務継続」機能の大事なポ

イントということになります。

村上　その時のエネルギーという言

葉には、電気と熱の 2 つの意味があ

りますが、多くのところで何かごっ

ちゃにされてしまっていますよね。

　災害時の熱の供給継続の意義とい

うことを考えてみますと、最近スマ

ートエネルギーネットワークという
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ことで供給を開始した田町駅東口北

地区に興味深い話がありました。

　あそこは需要家に港区の行政施設

やスポーツ施設などが入った複合施

設、そして病院があるのですが、災

害時にもし何かあれば、病院に対し

て、電気ではなく、熱の供給を 3 日

間以上継続するということをアピー

ルポイントの 1 つにしているのです。

　これからは特に高齢者人口が増え

ていきますし、夏季や冬季の厳しい

温度環境下で災害が起きた時は、入

院患者の体調管理のための空調用熱

エネルギーは不可欠となりますね。

下田　災害時に熱を確保するという

意味では、私自身は熱の供給先を差

別化しないといけないと思っていま

す。病院や避難所などへの供給が優

先されるべきという意味ですが、田

町駅東口北地区は、需要家側の設備

についても中央監視室からある程度

は制御できるシステムなので、その

時々の熱供給システムの供給力と需

要家側の状況を見ながら、最適な業

務継続のための熱供給を行なうとい

うことも出来るかもしれないなと思

うのですが。

村上　通常ですと熱供給プラントの

管理だけを熱供給事業者が行なって

いて、需要家側の設備に関しては需

要家ごとの管理者に任せるという形

ですからね。その点、この地区では

熱供給事業者が地区全体のエネルギ

ー需給の最適化、省 CO2 化を実現

す る た め に、 需 要 家 の BEMS

（Building Energy Management 

System）を介して設備をある程度

制御できますから、そういう災害時

対応も出来るといいですね。

エネルギーマネジメントが重要
村上　BCP と共に BCM も大事とよ

く言われます。Business Continuity 

Management ということで、要は

業務継続を、計画や設備設置だけで

はなくて、それらをマネジメントす

る組織があって初めて災害時に円滑

に対応が出来るということです。熱

供給事業者には、単に熱を供給する

ということだけではなくて、田町駅

東口北地区の例を一歩進めたような、

需要家のビルも含めて街を何らかの

かたちでマネジメントするような主

体としての役割を担うようになるこ

とを期待したいですね。

下田　なるほど。熱供給地区の中で

は平常時に熱の需給をマネジメント

しないといけない。その仕組みをう

まく生かしてやれば、災害時に、そ

の地域全体で人をどう動かすかとい

うようなマネジメントも可能になる

かもしれませんね。地域熱供給とい

うもので結ばれた地区が、1 つの防

災共同体として動いていく。地域熱

供給はそういう機能も持ったインフ

ラとしても位置づけることができる

ようになるかもしれません。

村上　今の地域熱供給というのは複

数の需要家が 1 つのシステムを共用

しているのですが、需要家側はおそ

らくそういう意識は全くなくて、単

に熱供給事業者から熱を買っている

という見方をしているのが一般的だ

と思います。しかしもう少し、マン

ションの管理組合のような意識を需

要家たちと共有することが出来れば、

街のエネルギー効率の目標値を設定

するとか、災害時はどの需要家にど

れくらいの電気、熱を送るかとか、

そういうタウンマネジメントをする

ような組織体としても機能します。

その時に初めて地区の BCP という

のも機能すると思うんですよね。

下田　マネジメントというものが本

当に大事になってきますね。先ほど

の田町駅東口北地区の事例のように、

技術的には割と出来ることは増えて

きた。ただ、効果を発揮できるかど
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うかは、まさにマネジメントのシス

テムが確立されるかどうかですね。

村上　そういった中で今後の展開の

鍵と考えるのが、特定電気事業と、

一括受電＋特定供給です。

　特定電気事業あるいは特定供給と

いうと、複数の需要家の電力を自分

たちで賄うという形になります。今

までの特定電気事業は電力需要に対

して 100％の供給が出来ないといけ

なかったわけですが、現在はその供

給能力が 50％まで緩和され、まさ

に分散型電源と大規模集中型電源を

ミックスした形で使うことがやりや

すくなってきました。そうするとコ

ージェネの導入が進みますので、当

然排熱は地域熱供給で使うという発

想になると思います。

　自由化によって、最初は電気をエ

リア内で共用しようというところか

ら検討が始まるのでしょうけれど、

電力も熱もある程度自立して賄うと

いう、そういった方向に向かうこと

になると思いますので、地域熱供給

も新たな展開に結びつくような流れ

が出てくるのではないかと考えます。

下田　今の技術に応じた形、そして

今お話があった特定電気事業や特定

供給といった制度にフィットしたエ

ネルギーシステムというものを、

我々も研究する必要がありそうです

ね。

　これからのキーワードはシステム

よりもマネジメントということにな

るような気がしました。

村上　タウンマネジメントというこ

とでは、最近のまちづくりの中で、

BID（Business Improvement District）

後、街のエネルギー供給事業者と、

それでつながっている需要家の協議

会が出来て、自分たちの街で必要に

なってくるエネルギー、水、食料の

確保の方法なり、そういうところま

で考えたまちづくりの事例が出てく

るとよいなと思います。

導管のつながりは地縁
下田　災害対策の話に戻ると、想像

力というのが大事なような気がしま

す。

　東日本大震災の時は、寒い季節の

の昼間に地震が起こって、帰宅難民

の問題が出てきたり、業務継続の問

題が出てきたりしました。

　やはりもっと色々と想像力を働か

「業務継続地区（BCD）」の形成と地域エネルギーマネジメントの必要性

という資金調達の方法も注目を浴び

ています。要は行政に頼らないで、

まちづくりをしようとしているエリ

アの関係者たちがお金を出し合って、

自分たちの街の資産価値を高めたり、

活性化するようなことをやっていこ

うというものです。

　日本では大阪市で初めて BID 条

例というものが出来ましたが、自分

たちの街の平常時の暮らしやすさ、

働きやすさ、あるいは環境性、非常

時の業務継続なり防災対策などの環

境整備について、自分たちで主導し

てやっていく。そういった機運があ

って初めて街の活性化ができると思

うんですね。そういった意味では今
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せて、これからの BCP を広く深く

考えないといけない。今や熱中症と

か色々なことが問題になっている中

で、夏に災害が起こるとどういう問

題が出てくるのかとか、色々な時間

帯ごとの想定をすることも大切です。

特にこれから、オリンピック開催時

の防災対策ということも、都市整備

の中で問題になってきますので、そ

ういう想像力を働かせていく必要性

が高まっていくと思います。

村上　地域熱供給エリアぐらいの規

模や範囲は、色々なリスクの想像を

するのにも、適度なスケールではな

いでしょうか。それを超えると、お

そらく行政でないと想像できないス

ケールになると思います。

　例えば、京橋 1・2 丁目地区の地

点熱供給エリアにある清水建設本社

では、非常時に従業員や、京橋の街

を訪れる人の一時滞在というのがで

きるようにしていて、それを地域貢

献の一つとして位置付けています。

これも地域熱供給の街スケールで想

像力を働かせた事例の一つだと思い

ます。

下田　やはり物理的に導管で結ばれ

ているということも、大事なポイン

トかもしれませんね。

村上　東京 23 区は意外に町会とい

う単位で福祉協議会や防災組織を形

成しています。町会 1 つずつという

よりは、複数の町会が集まったくら

いのスケールですが、自治体として

はそういう感じで街の協議会的な組

織を構成しています。

　地域熱供給エリアにある需要家も、

一つの熱供給システムでつながって

いるという意味で、地縁と言えると

思います。そういう地域熱供給のエ

リアが、一つの町会のように自治的

なことを考えるようになっていくと、

地域エネルギーマネジメントのみな

らず、タウンマネジメントというこ

とになっていきます。

下田　なるほど。そういうことのた

めに、何か装置が 1 つあるとよいで

すね。例えば、滞在期間が少し長く

なると、避難者からお風呂に入りた

いといった要望が出てきますが、一

般的には超高層の業務ビルにお風呂

なんてありませんから、少なくとも

シャワーくらいは付けておこうなど

ということも考えておくとよいかも

しれません。地域熱供給の熱を使っ

て、そういうことが出来るとか。あ

るいは、平常時には不要なものでも、

こういう事態が起きたら、こういう

空間もないといけないね、といった

ように、地域のマネジメントの中で

考えていければいいですよね。

村上　そうですね。

　災害の内容を詳しく想像していく

ことで、まちづくり、マネジメント、

地域熱供給といったものが 1 つにつ

ながっていくような気がします。

色々な意味でエネルギー供給事業に

とっても、BCD の形成は非常に大

事な契機になるように思いました。

　本日はありがとうございました。


